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論 文 内 容 要 旨          
 物理探査は，広範囲の地質状況を評価しイメージングすることが可能であるため，様々な分野での地
質調査手法として一般的に利用されている．このような地質調査では，地質性状の推定精度を向上させ
るため，地表踏査や調査ボーリングなど他の調査手法を併せて実施することで，総合的な解釈により地
山深部の地質性状が推定される．しかしながら，土木事業における地質調査は，限られた予算の制約や
技術的な限界から，地質情報を事前に明らかにすることは困難であると考えられる．このため，施工段
階においては，掘削面における地山性状の評価を行うことにより，設計の妥当性を確認しながら施工を
進めていく．このような，施工基面における地山評価は，事業全体の地質リスクに対するマネジメント
として特に重要であると考えられる．しかしながら，施工時における地質評価ツールとして，物理探査
技術が日常的に用いられることは稀であり，手法は確立されていないのが現状である．これは，従来の
物理探査手法が，大掛かりなシステムを要し，複雑な信号処理による解析が必要になるなど，日常的な
施工管理の中で実施することが困難であるためと考えられる．また近年では，施工中の掘削面における
計測手法は，三次元解析や高分解能などの高度化が図られ，専門的な知識や解釈が必要となっている状
況である． 
このような状況において，本研究では，土木事業の合理的な施工管理を目的とした支援ツールとして，
物理探査技術の応用について検討した．  
本論の第 1章では，緒論として本研究の背景および目的について述べ，既往の研究や現在利用されて
いる物理探査手法との関連について述べた． 
第 2章では，山岳トンネル事業における施工サイクルの中で実施可能な弾性波探査法として，掘削発
破を起振源とする手法を提案した．これにより，トンネル全線における定量的な地山評価とともに，反
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射法による切羽前方探査が可能になることを示した．図-1に本手法による地山評価例を示す．切羽前方
探査については，従来手法との比較により本手法の計測特性を評価し，トンネル施工管理において必要
とされる精度で地山評価が可能であることを示した．  
 
第 3章では，簡便な計測方法により岩盤内部を伝搬する弾性波を取得する，三成分反射法弾性波探査
システムについて提案した．検証実験により，岩盤深部で計測する従来手法との比較を行い，得られた
データについて三次元ホドグラム曲線の目視観察と時間－周波数領域表現による P波検出を行い，本手
法の計測特性を明らかにした．また，実施工で確認された地質境界を反射面と想定し，本手法と従来手
法により得られた反射波について考察を行った．図-2に本手法による計測特性として，従来手法と比較
した反射波の三次元ホドグラム曲線を示す．さらに，施工サイクルの中で実施可能な三成分反射法弾性
波探査のトンネル坑内における計測配置と解析手法を提案した．  
図-1 掘削発破を起振源とする弾性波探査システムによるトンネル地山評価例 
 第 4章では，大規模土工におけるのり面動態観測として，電波を用いた手法を提案した．大規模切土
工事における長期間の適用を行った結果から，従来の計測技術である GNSS変位計測システムと同程度
の変位検知精度を有することを明らかにし，本手法を適用することによる効果と現状の課題について述
べた．さらに，本手法を用いた山岳トンネルにおける切羽監視システムを提案した．図-3に本手法によ
るのり面動態観測結果例を示す． 
 
図-3 動態観測結果例 
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図-2 提案手法と従来手法による反射波の三次元ホドグラム曲線 
 
a)  想定時刻-5ms b) 想定時刻 c) 想定時刻+5ms 
青線：センサー1（提案手法），赤線：センサー4（岩盤内部） 
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第 5章では，結論として本研究で得られた知見と成果について述べるとともに，土木事業の合理的な
施工管理ツールとして，物理探査技術を応用することによる効果について考察を述べる． 
 これまで，施工中に実施される地質評価を目的とした計測が行われる場合，物理探査の専門家や地質
技術者などによる結果の評価が行われることが一般的であり，コストや工期の面から長期間に渡る連続
的な運用は困難であった．本研究で提案する物理探査手法は，施工サイクルの中で実施可能であり，連
続的な切羽前方の地山性状予測や，リアルタイムでの性状評価が可能となる．また，土木技術者であれ
ば取り扱いが可能であるため，専門家による運用や評価は不要になることが期待できる．このように日
常的な運用により，日々の施工で地質状況の変化を確認することができるため，追加調査や対策の検討
を速やかに実施することができ，合理的な施工管理が可能になるものと考えられる． 
（別紙） 
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論文審査結果の要旨 
 
物理探査は広範囲の地下環境並びに地質状況を評価するため、土木事業の調査・計画段階における計測手法とし
て用いられている。しかし施工段階において掘削面における地山性状の評価について、工事保安上重要であるにも
かかわらず、現状では物理探査技術が用いられることは稀である。 
これは従来の物理探査手法が、大掛かりなシステムと複雑な信号処理による解析が必要なため、日常的な施工管
理に利用することが困難であったためと考えられる。本論文では今後予測される技術者不足を背景に、土木事業の
合理的な施工管理を目的とした支援ツールとして物理探査技術を適用することについて検討している。 
 
本論文は5章から構成されている。第1章は緒論である。 
第2章では、山岳トンネルにおける切羽前方探査として、掘削発破を起振源とする反射法弾性波探査システムを提
案している。更に提案手法の特性を評価し、トンネル施工管理において必要とされる精度で地山評価が可能である
ことを示した。 
第3章では、反射面の地質構造を三次元的に予測するための新しい三成分反射法弾性波探査システムを提案した。
現場検証実験を行い、振動波形の三次元ホドグラム曲線の目視観察と時間－周波数領域表現によるP波検出を行い、
提案手法の特性を明らかにした。そのうえで本手法を用いた三成分反射法弾性波探査の最適な坑内配置について検
討した。 
第4章では、大規模土工における、広範囲ののり面動態観測として、地上設置型合成開口レーダを用いた手法を提
案した。実際の工事への適用結果から、本手法の利点と現状における課題について述べた。更に本手法を用いた山
岳トンネルにおける切羽監視システムを提案し、最適な計測配置を提案した。本システムの適用により、これまで
評価されることがなかった切羽面の挙動をリアルタイムで把握することが可能となり、施工管理の合理化に寄与で
きる支援ツールとして適用性は高いものと考えられる。 
第5章は結論である。 
 
以上本論文では施工サイクルの中で物理探査手法を適用することにより、これまでは困難であった連続的な切羽
前方の地山性状予測や、リアルタイムでの地山性状の評価が可能になり、合理的な施工管理の支援ツールとなりえ
ることを示した。また掘削面において取得したデータは、定量的な地山評価指標として連続的に記録することが可
能となる。更に施工段階には掘削面において直接地質性状を評価することが可能であるため、施工基面における評
価データを連続的に記録し、維持・管理段階に引き継ぐことで事業全体のコスト削減にもつながる。 
本論文では土木事業全体のライフサイクルにおいて、合理的な事業の遂行を図るため、物理探査技術の応用と活
用を推進するために必要な要因がまとめられている。これは土木施工の安全管理に留まらず長期的な地下環境の保
全につながる成果である。 
 
 よって、本論文は博士( 学術 )の学位論文として合格と認める。 
 
    
 
 
